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ç not come under Article 71 of the Cabi-

net Order concerning the Budget, Audit-

ing and Accounting.

è have Grade ÚA or BÙ offer of services

etc in the Kanto-Koshinetsu district, in

terms of the qualification for participat-

ing in tenders Ministry of Finance (Single

qualification for every ministry and agen-

cy) in the fiscal years 2007, 2008 and 2009.

é an eligible person is a person whose

business condition and credit are deemed

not to be a sever degradation, and who is

sure to implement the contract

ê Submit a document of a system to

prove their ability to supply the system

concerned and meet our requirements in

order to be judged acceptable by the con-

tracting entity ; and provide explanations

on the contents of the above document by

request.

b Time-limit for tender : 17 : 30 11 March

2010

c Other : For details concerning this tender,

Refer to the Tender explanation.

d Contact point for the notice : Akiko Te-

rasawa Procurement Section, Accounts Di-

vision, CommissionerÐs Secretariat Nation-

al Tax Agency, 1`1 Kasumigaseki

3-chome, Chiyoda-ku, Tokyo 100`8978 Ja-

pan TEL 03`3581`4161 ex 3659

２ 競争参加資格
\ 予算決算及び会計令第70条の規定に該当し
ない者であること。なお、未成年者、被保佐
人又は被補助人であって、契約締結のために
必要な同意を得ている者は、同条中、特別の
理由がある場合に該当する。

] 予算決算及び会計令第71条の規定に該当し
ない者であること。

^ 平成19・20・21年度厚生労働省競争参加資
格（全省庁統一資格）「役務の提供等」のＡ、
Ｂ又はＣの等級に格付けされ、関東・甲信越
の競争参加資格を有する者であること。又は
Ｄの等級に格付けされ、中小企業の新たな事
業活動の促進に関する法律第２条第９項に規
定する特定補助金等（中小企業技術革新制度
（日本版ＳＢＩＲ）。廃止前の新事業創出促
進法第２条第７項に規定する特定補助金等を
含む。）の交付を受けた中小企業者等であっ
て、本入札公告に係る業務に関する技術力を
証明できる者。

_ 当該業務又は類似の業務を相当量完了した
実績を有している者であること。

` 当該業務を確実に実施できると認められる
者であること。

a 資格審査申請書又は添付書類に虚偽の事実
を記載していないと認められる者であるこ
と。

b 経営の状況又は信用度が極度に悪化してい
ないと認められる者であること。

c その他予算決算及び会計令第73条の規定に
基づき、支出負担行為担当官が定める資格を
有する者であること。

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
平成 22年１月７日
支出負担行為担当官
厚生労働省年金局事業企画課長 宮本 真司
◎調達機関番号 017 ◎所在地番号 13

〇第１号
１ 調達内容
\ 品目分類番号 71、27

] 調達等物品及び数量
年金情報総合管理・照合システム（画像検
索システム）のデータ格納準備及び格納作業
一式

^ 調達案件の仕様等 仕様書による。
_ 契約期間 契約締結日より平成22年３月31

日まで
` 履行場所 支出負担行為担当官が指定する
場所

a 入札方法 総価にて入札に付す。落札決定
に当たっては、入札書に記載された金額に当
該金額の５％に相当する額を加算した金額
（当該金額に１円未満の端数があるときは、
その端数金額を切り捨てるものとする。）を
もって落札価格とするので、入札者は、消費
税等に係る課税事業者であるか免税事業者で
あるかを問わず、見積もった契約金額の105

分の100に相当する金額を入札書に記載する
こと。

３ 入札書の提出場所等
\ 契約条項を示す場所、入札説明書の交付場
所及び問い合わせ先
〒100`8945 東京都千代田区霞が関１`
２`２ 厚生労働省年金局事業企画課会計室
京増 勇二 電話03`5253`1111 内線

3550

] 入札説明書の交付方法 本公告の日から上
記３\の交付場所にて交付する。

^ 業務説明会の日時及び場所 平成22年１月
22日午後２時00分～ 東京都杉並区高井戸西
３`５`24日本年金機構本部内

※業務説明会の参加を応札条件とするので、
応札希望者は上記３\にて入札説明書、仕
様書を受領し、持参の上必ず出席すること。

_ 入札・開札の日時及び場所 平成22年２月
17日午後２時00分 東京都千代田区霞が関
１`２`２中央合同庁舎５号館16階専用第17

会議室
４ その他
\ 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨に限る。

] 入札保証金及び契約保証金 免除
^ 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加する者は、競争参加資格に関する証明書
等を平成22年２月16日午前11時00分までに提
出しなければならない。また、開札日の午前
中までの間において、支出負担行為担当官か
ら当該書類に関し説明を求められた場合は、
それに応じなければならない。なお、入札者
の作成した当該書類は厚生労働省年金局事業
企画課において審査するものとし、採用し得
ると判断した当該書類を添付した入札書のみ
を落札決定の対象とする。

_ 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札者に求めら
れる義務を履行しなかった者の提出した入札
書、その他入札の条件に違反した入札は無効
とする。

` 契約書作成の要否 要
a 落札者の決定方法 本公告に示した役務を
実施できると支出負担行為担当官が判断した
資料を添付して入札書を提出した入札者で
あって、予算決算及び会計令第79条の規定に
基づいて作成された予定価格の制限の範囲内
で最低価格をもって有効な入札を行った入札
者を落札者とする。
ただし、落札者となるべき者の入札価格に
よっては、その者により当該契約の内容に適
合した履行がなされないおそれがあるとき、
又はその者と契約を締結することが公正な取
引の秩序を乱すこととなるおそれがあって著
しく不適当であると認められるときは、予定
価格の制限の範囲内の価格をもって入札した
他の者のうち最低価格の入札者を落札者とす
ることがある。

b 詳細は入札説明書による。

５ Summary

\ Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Motohide Hasimoto Di-

rector Accounts Division, CommissionerÐs

Secretariat, National Tax Agency

] Classification of the services to be pro-

cured : 71, 27

^ Nature and quantity of the services to be

required : Consignment of multi-vender

Maintenance etc 1 set

_ Service period : 1 May 2010 through 30

April 2011

` Delivery place : Location specified by

National Tax Agency

a Qualification for participating in the ten-

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall ;

æ not come under Article 70 of the Cabi-

net Order concerning the Budget, Audit-

ing and Accounting. Furthermore, mi-

nors, Person under Conservator ship or

Person under Assistance that obtained

the consent necessary for concluding a

contract may be applicable under cases

of special reasons within the said clause.
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